
構成府県市 提案区分 提案項目 根拠法令等 制度の所管・関係府省庁 関係部局

1 滋賀県 Ｂ 地方に対する規制緩和 児童相談所の職員配置基準の抜本的見直し 児童福祉法施行令第２条 厚生労働省 福祉部

2 滋賀県 Ｂ 地方に対する規制緩和

訪問看護に関する診療報酬において、訪問看護
ステーションの相互連携によるサービスの提供の
評価

健康保険法施行規則第69条
国民健康保険法施行規則第27条の２
高齢者の医療の確保に関する法律施
行規則第50条
平成26年３月５日付保発0305第３号
厚生労働省保険局長通知

厚生労働省 健康医療部

3 京都府 Ａ 権限移譲
漁港区域内の里道・水路に係る管理権限の漁港
管理者への移譲

国有財産法施行令
第６条第２項第１号のイ
国有財産特別措置法第５
条第１項

農林水産省
(水産庁）

環境農林水産部

4 京都府 Ｂ 地方に対する規制緩和
農地中間管理事業における出し手農家への支援
制度の改善

農地集積・集約化対策事業
実施要綱別記2

農林水産省 環境農林水産部

5 京都府 Ｂ 地方に対する規制緩和
ハローワーク求人情報オンライン提供の対象の拡
大

ハローワークの求人情報オ
ンライン提供の利用規約
（民間職業紹介事業者等）
２

厚生労働省 商工労働部

6 京都府 Ｂ 地方に対する規制緩和
高等職業訓練促進給付金等事業の支給対象期
間の拡大（上限2年→3年）

母子及び父子並びに寡婦
福祉法第３１条第２項
母子及び父子並びに寡婦
福祉法施行令第２８条第４
項

厚生労働省 福祉部

7 京都府 Ｂ 地方に対する規制緩和
被災者生活再建支援制度について、支援対象の
拡大

被災者生活再建支援法第
２条第１項第２号
被災者生活再建支援法施
行令第1条

内閣府 政策企画部

8 京都府 B 地方に対する規制緩和 法定予防接種の保護者同意要件の緩和
予防接種実施規則第５条
の２
定期予防接種実施要領

厚生労働省
健康医療部
福祉部

9 兵庫県 Ｂ 地方に対する規制緩和 災害救助法の弾力的な運用
災害救助法第４条第１項第
６号
災害救助法施行令第３条

内閣府 政策企画部

10 兵庫県 Ｂ 地方に対する規制緩和
総合特区推進調整費の使途等に関する基準の要
件緩和

総合特別区域基本方針、
総合特区推進調整費の使
途等に関する基準について

内閣府 政策企画部

11 兵庫県 Ｂ 地方に対する規制緩和
児童福祉施設の設備及び運営に関する基準の見
直し

児童福祉法第45条第2項 厚生労働省 福祉部

12 兵庫県 Ｂ 地方に対する規制緩和
幼保連携型認定こども園の学級編制、職員、設備
及び運営に関する基準の見直し

就学前のこどもに関する教
育、保育等の総合的な提供
の推進に関する法律第13
条第２項

内閣府・文科省・厚労
省

府民文化部
福祉部
教育委員会

13 兵庫県 Ｂ 地方に対する規制緩和 基準病床数の総量規制の見直し 医療法第30条の4第6項 厚生労働省 健康医療部

14 兵庫県 Ｂ 地方に対する規制緩和
生産緑地地区指定の面積要件及び解除要件の
緩和

生産緑地法第3条 国土交通省 都市整備部

15 兵庫県 Ｂ 地方に対する規制緩和
耕作放棄地再生利用緊急対策交付金に係る交付
事務手続きの簡素化

耕作放棄地再生利用緊急
対策実施要綱

農林水産省 環境農林水産部

16 兵庫県 Ａ 権限移譲
大臣権限に係る保安林指定、解除の権限の都道
府県知事への移譲

森林法第25条、第26条 農林水産省 環境農林水産部

17 兵庫県 Ｂ 地方に対する規制緩和
自動車排出窒素酸化物及び自動車排出粒子状
物質総量削減計画の策定手続きの緩和

自動車ＮＯx・ＰＭ法第７条
第３項

環境省 環境農林水産部

関西広域連合構成府県市との提案について、共同提案する項目



構成府県市 提案区分 提案項目 根拠法令等 制度の所管・関係府省庁 関係部局

18 兵庫県 Ｂ 地方に対する規制緩和
指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営の
基準の緩和

障害者の日常生活及び社会
生活を総合的に支援するため
の法律第30条第２項、第43条
第３項、第44条第３項、第80
条第２項、第84条第２項

厚生労働省 福祉部

19 兵庫県 Ｂ 地方に対する規制緩和 保健所長の医師資格要件の緩和 地域保健法第１０条
地域保健法施行令第４条

厚生労働省 健康医療部

20 兵庫県 Ｂ 地方に対する規制緩和
障害者総合支援法に基づき施設外において支援
を行う場合の要件の緩和

障害者の日常生活及び社会
生活を総合的に支援するため
の法律に基づく指定障害福祉
サービスの事業等の人員、設
備及び運営に関する基準第
186条等

厚生労働省 福祉部

21 兵庫県 Ｂ 地方に対する規制緩和
要介護認定の有効期間の更なる延長及び基準の
簡素化

介護保険法施行規則第38
条、第41条、52条、55条

厚生労働省 福祉部

22 兵庫県 Ｂ 地方に対する規制緩和 病児保育事業の補助要件の設定
子ども・子育て支援交付金
交付要綱
病児保育事業実施要綱

厚生労働省 福祉部

23 兵庫県 Ｂ 地方に対する規制緩和 難病医療費助成事務手続きの簡素化
難病の患者に対する医療
等に関する法律施行規則
第12条

厚生労働省 健康医療部

24 兵庫県 Ｂ 地方に対する規制緩和
軽費老人ホーム（ケアハウス）の費用徴収基準の
見直しについて

軽費老人ホームの利用料
等に係る取扱指針

厚生労働省 福祉部

25 兵庫県 Ｂ 地方に対する規制緩和 治山事業に関する採択基準の緩和について 林野庁長官通達16林整治
第２３１７号

農林水産省 環境農林水産部

26 鳥取県 Ｂ 地方に対する規制緩和
漁業調整規則の制定に係る農林水産大臣の認可
の廃止

漁業法第65条第７項

水産資源保護法第４条第７
項

農林水産省 環境農林水産部

27 鳥取県 Ｂ 地方に対する規制緩和
道路に関する都市計画の「軽易な変更」の対象拡
大

都市計画法省令第13条第3
号ロ

国土交通省 都市整備部

28 鳥取県 Ｂ 地方に対する規制緩和
高等職業訓練促進給付金等事業の支給対象期
間の拡大

母子及び父子並びに寡婦
福祉法第31条第2号、第31
条の10

厚生労働省 福祉部

29 鳥取県 Ｂ 地方に対する規制緩和 病児保育事業に係る国庫補助の要件緩和
保育対策等促進事業費補
助金交付要綱
病児保育事業実施要綱

内閣府・厚生労働省 福祉部

30 徳島県 Ｃ Ａ又はＢに関連する見直し 被災者生活再建支援制度の適用拡大

被災者生活再建支援法
第２条第１項第２号
被災者生活再建支援法施
行令第１条

内閣府
政策企画部

31 徳島県 Ｂ 地方に対する規制緩和
「経営転換協力金」を活用した農地の貸付期間の
要件緩和

農地集積･集約化対策事業
実施要綱

農林水産省 環境農林水産部

32 徳島県 Ｂ 地方に対する規制緩和 学校施設の長寿命化対策に係る支援制度の充実

義務教育諸学校等の施設
費の国庫負担等に関する
法律
学校施設環境改善交付金
交付要綱

総務省
文部科学省

教育委員会


